
 

 

 

 

 

 

 

第四期特定健康診査等実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国信用保証協会健康保険組合 

令和６年３月２１日



特定健康診査等実施計画 
 
（背景及び趣旨） 

高齢化の急速な進展に伴い、疾病構造も変化し、疾病全体に占めるがん、虚血性心

疾患、脳血管疾患、糖尿病等の生活習慣病の割合は増加し、死亡原因でも生活習慣病

が約６割を占め、医療費に占める生活習慣病の割合も国民医療費の約３分の１となっ

ていた。  

生活習慣病の中でも、特に心疾患、脳血管疾患等の発症の重要な危険因子である糖

尿病、高血圧症、脂質異常症等の有病者やその予備群が増加しており、また、その発

症前の段階であるメタボリックシンドロームが強く疑われる者と予備群と考えられる

者を合わせた割合は、男女とも４０歳以上で高く、４０～７４歳において、男性では

２人に１人、女性では５人に１人の割合に達していた。  

国民の生涯にわたって生活の質の維持・向上のためには、糖尿病、高血圧症、脂質異

常症等の発症、あるいは重症化や合併症への進行の予防に重点を置いた取組が急務であ

った。 

このような状況に対応するため、国民誰しもの願いである健康と長寿を確保しつつ、

医療費の伸びの抑制にも資することから、保険者は、高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号。以下｢法｣という。）に基づき、被保険者及び被扶養者に対

し、糖尿病等の生活習慣病に関する健康診査及び健康診査の結果により健康の保持に努

める必要がある者に対する保健指導を実施することとされた。 

全国信用保証協会健康保険組合（以下「当組合」という。）は、法第１９条の規定に

基づき、特定健康診査等実施計画に、次に掲げる事項を定めることとする。 

 

１ 達成しようとする目標 

２ 特定健康審査等の対象者に関する事項 

３ 特定健康審査等の実施方法に関する事項 

４ 個人情報の保護に関する事項 

５ 特定健康審査等実施計画の公表及び周知に関する事項 

６ 特定健康審査等実施計画の評価及び見直しに関する事項 

７ その他特定健康診査等の円滑な実施を確保するために保険者が必要と認める事項 

 

なお、特定健康診査等基本指針に即して、第一期・第二期の各５年、第三期の６年、

計１６年間の実績を踏まえ、令和６年度から令和１１年度の６年間を第四期として、

特定健康診査等実施計画を定めることとする。 

  

 

 

 

 

 



（当組合の現況） 
令和４年度の当組合の現況並びに特定健康診査等の国への実績報告による当組合の

現況は、次のとおりである。 
１ 被保険者数 ６，３７９人（男 ４，５３０人、女 １，８４９人） 
２ 被扶養者数 ５，９０７人（男 １，９７６人、女 ３，９３１人） 
３ 事業所数  ５４事業所（１事業所当たり被保険者数１１８人） 
４ 被保険者の平均年齢 ４４．３１歳（男４５．７３歳、女４０．８５歳） 
５ 特定健診等の国への実績報告 
 

（１）特定健康診査に係る被保険者・被扶養者別受診対象者数、受診者数及び受診率 

 ①受診対象者数 ②受診者数 ③受診率（②/①） ※評価対象者数 

被保険者 ３，７９２人 ３，５７８人 ９４．４％ ３，５８５人 

被扶養者 １，７５５人 １，１７４人 ６６．９％ １，１７７人 

計 ５，５４７人 ４，７５２人 ８５．７％ ４，７６２人 
（※評価対象者数とは、全ての検査項目は受診できなかったため受診者数には含めないが、階層化が可能

な対象者を含んだ数） 

 
（２）被保険者・被扶養者別特定健康診査受診者数及び特定保健指導の階層化の結果 

 評価対象者数 
特定保健指導の階層化 

情報提供 動機付け支援 積極的支援 
被保険者 ３，５８５人 ２，９７６人（８３．０％） ２９４人（ ８．２％） ３１５人（ ８．８％） 

被扶養者 １，１７７人 １，１０３人（９３．７％） ５３人（ ４．５％） ２１人（ １．８％） 

計 ４，７６２人 ４，０７９人（８５．７％） ３４７人（ ７．３％） ３３６人（ ７．１％） 

 
（３）被保険者・被扶養者別特定保健指導利用者数 

 
動機付け支援 積極的支援 計（保健指導対象者） 

対象者 利用者数 対象者 利用者数 対象者 利用者数 
被保険者 ２９４人 ４０人（１３．６％） ３１５人 ４４人（１４．０％） ６０９人 ８４人（１３．８％） 

被扶養者 ５３人  ２人（３．８％）  ２１人   ０人（０．０％） ７４人  ２人（２．７％） 

計 ３４７人 ４２人（１２．１％） ３３６人 ４４人（１３．１％） ６８３人 ８６人（１２．６％） 
 

 

 

 

 

 

 

 



（第一期から第三期における当組合の取組） 

当組合においては、事業所のご協力をいただき、被保険者並びに被扶養者に対する

人間ドック等の検査項目を活用し、特定健康診査を実施してきた。 

また、事業所が行う人間ドック等を受診されなかった被扶養者については、健康保

険組合連合会（以下「健保連」という。）と一般社団法人東京都総合組合保健施設振

興協会（以下「東振協」という。）の集合契約機関と契約を結び、特定健康診査の実

施に取り組むことで対応し、任意継続被保険者及びその被扶養者については、人間ド

ック等の検査項目を活用すると共に、被扶養者と同様に健保連並びに東振協の集合契

約機関で特定健康診査を実施してきた。 

なお、特定保健指導については、特定健康診査の結果から階層化を行い、本人に通

知すると共に、希望者が特定保健指導を集合契約機関で受けられるよう取り組んでき

た。 

 

 

第一 特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項 
 
一 特定健康診査の実施方法に関する基本的な事項 
 
１ 特定健康診査の基本的考え方 
（１）国民の受療の実態を見ると、高齢期に向けて生活習慣病の外来受療率が徐々に

増加し、７５歳頃を境にして生活習慣病を中心とした入院受療率が上昇している。 
これを個人に置き換えてみると、不適切な食生活や運動不足等の不健康な生活 

習慣がやがて糖尿病、高血圧症、脂質異常症、肥満症（以下｢糖尿病等｣という。）

などの生活習慣病の発症を招き、外来通院及び投薬が始まり、その後生活習慣の改

善がないまま、こうした疾患が重症化し、虚血性心疾患や脳卒中等の発症に至る 

という経過をたどることになる。 
このため、生活習慣の改善により、若い時からの糖尿病等の生活習慣病の予防 

対策を進め、糖尿病等を発症しない境界域の段階で留めることができれば、通院 

患者を減らすことができ、この結果、国民の生活の質の維持及び向上を図りながら

医療費の伸びの抑制を実現することが可能となる。 
（２）糖尿病等の生活習慣病は、内臓脂肪の蓄積（内臓脂肪型肥満）に起因する場合が 

多く、肥満に加え、高血糖、高血圧等の状態が重複した場合には、虚血性心疾患、

脳血管疾患等の発症リスクが高くなる。このため、内臓脂肪症候群（メタボリック

シンドローム）の概念に基づき、その該当者及び予備軍に対し、運動習慣の定着や

バランスのとれた食生活などの生活習慣の改善を行うことにより、糖尿病等の 

生活習慣病や、これが重症化した虚血性心疾患、脳卒中等の発症リスクの低減を

図ることが可能となる。 
（３）特定健康診査は、糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的

として、メタボリックシンドロームに着目し、この該当者及び予備軍を減少させ

るための特定保健指導を必要とする者を、的確に抽出するために行うものである。 
（４）特定健康診査の項目については、法第２０条の厚生労働省令で定めるものとする。 



２ 特定健康診査の実施に係る留意事項 

（１）特定健康診査を実施するに当たっては、事業者健診との関係を考慮すること、被

扶養者の居住地は様々であり、受診の利便を考慮する必要がある等、それぞれの

実情を踏まえた実施方法とする。 
（２）特定健康診査の精度を適正に保つことは、受診者が健診結果を正確に比較し、生

涯にわたり自身の健康管理を行うために重要である。このため、特定健康診査を

実施するに際しては、内部精度管理及び外部精度管理を適切に実施するよう努め

るとともに、当該精度管理の状況を加入者に周知するよう努める。 
（３）研修の実施等により、特定健康診査に係る業務に従事する者の知識及び技能の

向上を図るよう努める。 
 

３ 事業者等が行う健康診断との関係 

組合は、健康診断の実施場所、実施時期、健診結果の送付等の点について事業者等

（法第２１条第２項に規定する事業者等をいう。以下同じ。）と十分な連携を図り、

被保険者及び被扶養者の受診の利便の向上を図るよう努める。 
労働安全衛生法その他の法令に基づき、次に掲げる項目について、加入者が医師に

よる健康診断を受けたことを確認できた場合、組合は当該加入者に対し、特定健康診

査の全部を行ったものとする。 
① 質問項目 
② 身体測定（身長、体重、ＢＭＩ、腹囲（内臓脂肪面積）） 
③ 理学的所見（身体診察） 
④ 血圧の測定 
⑤ 脂質検査（空腹時中性脂肪、やむを得ない場合には随時中性脂肪（空腹時（絶 

食１０時間以上））以外に採血を行う）、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレ 
ステロール又はＮｏｎ−ＨＤＬコレステロール） 

⑥ 肝機能検査（ＡＳＴ（ＧＯＴ）、ＡＴＬ（ＧＰＴ）、γ−ＧＴ（γ−ＧＴＰ）） 
⑦ 血糖検査（空腹時血糖又はＨｂＡ１ｃ検査、やむを得ない場合には随時血糖） 
⑧ 尿検査（尿糖、尿蛋白） 
⑨ 心電図検査 
⑩ 眼底検査 
⑪ 貧血検査（赤血球数、ヘモグロビン値、ヘマトクリット値） 
⑫ 血清クレアチニン検査（ｅＧＦＲによる腎機能の評価を含む） 
※ ⑨〜⑫ は、医師の判断に基づき選択し、実施する項目 
 

（１）組合は、加入者を使用している事業者等又は使用していた事業者等に対し、健 
康診断に関する記録の写しの提供を求めることができる。 

（２）（１）の記録の写しの提供を求められた事業者等は、当該健康診断に関する電磁 
的記録を記録した電子データファイル（以下「電子データ等」という。）を提供す 
る方法その他適切な方法により行うものとする。 

 
 



二 特定保健指導の実施方法に関する基本的な事項 
 
１ 特定保健指導の基本的考え方 
（１）特定保健指導は、内臓脂肪型肥満に着目し、その要因となっている生活習慣を改

善するための保健指導を行うことにより、対象者が自らの生活習慣における課題

を認識して行動変容と自己管理を行うとともに健康的な生活を維持することがで

きるようになることを通じて、糖尿病等の生活習慣病を予防することを目的とす

るものである。 
（２）特定健康診査の結果に基づき、特定保健指導の対象者（メタボリックシンド  

ロームの該当者及び予備群）を選定し階層化する基準、及び特定保健指導として  

行う積極的支援及び動機付け支援の内容については、法第２４条の厚生労働省令

で定めるものとする。 
 
２ 特定保健指導の実施に係る留意事項 
（１）特定保健指導を実施するに当たっては、加入者が利便よく利用できるよう配慮

する。 
（２）特定保健指導を実施するに当たっては、対象者に必要な行動変容に関する情報

を提示し、自己決定出来るよう支援することが重要である。また、生活習慣改善の

必要性や行動変容の準備状況によってその支援内容、方法及び頻度が異なること

に留意する。 
（３）研修の実施等により、特定保健指導に係る業務に従事する者の知識及び技能の

向上を図るよう努める。 
 
３ 事業者等が行う保健指導との関係 

組合において特定保健指導を実施するに当たっては、事業者や労働者健康保持 

増進サービス機関等に対して特定保健指導の実施を委託するなどの実施方法に  

ついて留意するものとする。 
特定健康診査の結果及び服薬歴、喫煙習慣の状況、運動習慣の状況、食習慣の  

状況、休養習慣の状況その他の生活習慣の状況に関する調査の結果、加入者の健康の

保持増進のために必要があると認めるときは、動機付け支援･積極的支援の対象者に

係る基準にかかわらず、加入者に対し、適切な保健指導を行うよう努めるものとする。 
 
 
第二 特定健康診査等の実施及びその成果に係る目標に関する基本的な事項 
 
一 特定健康診査の実施に係る目標 

国が示す指針においては、令和１１年度における総合健康保険組合の特定健康診

査実施率目標は８５％とされている。当組合はすでに実施率８５％以上を達成して

いることから、令和６年度から令和１１年度まで各年度の実施率は、令和４年度の実

績数値等を勘案し平成６年度の目標を定め、６年間で９０％以上の実施率目標を達

成できるよう、段階的に実施率を引き上げていくことを計画する。 



 
二 特定保健指導の実施に係る目標 

国が示す基本指針においては、令和１１年度における総合健康保険組合の特定保

健指導実施率目標は３０％とされており、令和６年度から令和１１年度まで各年度

の実施率は、令和４年度の実績数値等を勘案し、令和６年度の目標を定め、６年間で

国が示す実施率目標を達成できるよう、段階的に実施率を引き上げていくことを計

画する。 
 
三 特定健康診査等の実施の成果に係る目標 

国が示す指針においては、「メタボリックシンドロームの該当者と予備群の減少率

については、生活習慣病の予防対策という特定健診・保健指導の目的を踏まえ、２０

２９年度（実施計画終了年度）での減少率２５％以上（２００８年度比）を維持する。」

とされている。 
 

（注）メタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少率（以下「減少率」とい

う。）については、保険者毎の目標として設定することまでは位置づけていない。

この減少率の全国目標は、第二期は日本内科学会等内科系８学会が作成したメ

タボリックシンドロームの診断基準を活用していたが、第三期以降は、保険者

の特定健診・保健指導の効果を反映させるため、特定保健指導対象者の減少率

を使用している。 
（「特定健康診査等実施計画作成の手引き（第４版）」より抜粋） 

 
 
第三 特定健康診査等実施計画の作成に関する重要事項 
 
一 達成しようとする目標 

（１）特定健康診査の実施に係る目標 

  ① 被保険者の実施率目標 

令和４年度の特定健康診査の実績数値が対象者３，７９２人に対して、 

３，５７８人の９４．４％の受診率であることを踏まえ、令和６年度当初の被保険者

による特定健康診査の実施率目標を９５．０％と設定する。 

② 被扶養者の実施率目標 

令和４年度の特定健康診査の実績数値が対象者１，７５５人に対して、 

１，１７４人の６６．９％の受診率であることを踏まえ、令和６年度当初の被扶養者

による特定健康診査の実施率目標を６９．８％と設定する。 

③ 令和６年度の実施率目標 

被保険者及び被扶養者の実施率である上記①．②を合計した健診対象者に占める

健診実施者の割合をもとに８７．１％とする。 

 

 

 



 

実施率目標の６カ年計画（令和６年度から令和１１年度） 

 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 

被保険者の実施率 ９５．０％ ９５．７％ ９６．１％ ９６．９％ ９７．６％ ９８．１％ 

被扶養者の実施率 ６９．８％ ７０．４％ ７１．５％ ７２．０％ ７２．７％ ７３．９％ 

特定健康診査の実施率 ８７．１％ ８７．８％ ８８．５％ ８９．２％ ８９．９％ ９０．６％ 

 

（２）特定保健指導の実施に係る目標 
① 対象者の実施率目標 

令和４年度の特定保健指導の実績数値が対象者６８３人に対して、終了者８６人

の１２．６％の割合であることを踏まえ、令和６年度当初の保険者による特定保健指

導の終了者割合目標を１７．６％と設定する。 

 

実施率目標の６カ年計画（令和６年度から令和１１年度） 

 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 

動機付け支援 １６．８％ １９．２％ ２１．７％ ２４．１％ ２６．６％ ２８．７％ 

積極的支援 １８．３％ ２０．９％ ２３．７％ ２６．２％ ２８．６％ ３１．４％ 

特定保健指導の実施率 １７．６％ ２０．１％ ２２．６％ ２５．１％ ２７．６％ ３０．１％ 

 

二 特定健康診査等の対象者に関する事項 

（１）特定健康診査 

（定義） 

  実施年度中に４０～７４歳となる加入者で、かつ当該実施年度の一年間を通じて加

入している者（年度途中での加入・脱退等の異動のない者）のうち、妊産婦等除外規

定の該当者（刑務所入所中、海外在住、長期入院等）を除いたものが対象者となる。 

特定健康診査対象者数については、令和５年１０月末現在の被保険者並びに被扶養

者の年齢別人員構成表を基に推計した。  

 

実施率目標の６カ年計画（令和６年度から令和１１年度） 

 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 

実施対象被保険者数 ３，７８４人 ３，７７７人 ３，７７６人 ３，７６３人 ３，７７４人 ３，７６５人 

特定健康診査の実施率 ９５．０％ ９５．７％ ９６．１％ ９６．９％ ９７．６％ ９８．１％ 

実施被保険者数 ３，５９３人 ３，６１４人 ３，６２９人 ３，６４８人 ３，６８２人 ３，６９２人 

実施対象被扶養者数 １，７１７人 １，７１２人 １，６９２人 １，６９０人 １，６８７人 １，６６９人 

特定健康診査の実施率 ６９．８％ ７０．４％ ７１．５％ ７２．０％ ７２．７％ ７３．９％ 

実施被扶養者数 １，１９９人 １，２０５人 １，２１０人 １，２１６人 １，２２７人 １，２３１人 

実施対象者数 ５，５０１人 ５，４８９人 ５，４６８人 ５，４５３人 ５，４６１人 ５，４３４人 

特定健康診査の実施率 ８７．１％ ８７．８％ ８８．５％ ８９．２％ ８９．９％ ９０．６％ 

実施者数 ４，７９１人 ４，８１９人 ４，８３９人 ４，８６４人 ４，９０９人 ４，９２３人 



 

（２）特定保健指導 

（定義） 

特定健診の結果、腹囲の他、血糖、血圧、脂質が所定の値を上回る者のうち、糖尿

病、高血圧症又は高脂血症の治療に係る薬剤を服用している者を除く者である。 

① 特定保健指導の対象者数 

令和４年度における特定健診等の国への実績報告で階層化の結果、特定健康診査

実施者数の１４．４％が特定保健指導該当者であったので、各年度の実施者数に率

を乗じて推計した。 

② 特定保健指導の対象者 

特定健康診査の結果により健康の保持に努める必要がある者は、腹囲が８５ｃｍ

以上である男性若しくは腹囲が９０ｃｍ以上である女性又は腹囲が８５ｃｍ未満で

ある男性若しくは腹囲が９０ｃｍ未満である女性であって、ＢＭＩが２５以上の者

のうち、次のいずれかに該当する者（糖尿病、高血圧症又は脂質異常症の治療に係る

薬剤を服用している者を除く。）とする。 
  Ⅰ 血圧の測定結果が厚生労働大臣の定める基準に該当する者（注） 

Ⅱ 中性脂肪の量又はＨＤＬコレステロールの量が厚生労働大臣の定める基準に該 
当する者（注） 

Ⅲ 血糖検査の結果が厚生労働大臣の定める基準に該当する者（注） 
（注）特定保健指導の対象者の抽出に関する血圧、中性脂肪・コレステロール及び  

血糖に係る基準 
 ①血圧高値 ⓐ収縮期血圧  １３０ｍｍＨｇ以上 又は 
       ⓑ拡張期血圧   ８５ｍｍＨｇ以上 
 ②脂質異常 ⓐ空腹時中性脂肪 １５０ｍｇ／ｄｌ以上 又は 
        （やむを得ない場合は随時中性脂肪１７５ｍｇ／ｄｌ以上） 
       ⓑＨＤＬコレステロール ４０ｍｇ／ｄｌ未満 
 ③血糖高値 ⓐ空腹時血糖値（やむを得ない場合は随時血糖） 

１００ｍｇ／ｄｌ以上 又は 
ⓑＨｂＡ１ｃ（ＮＧＳＰ）５．６％以上 

 

特定保健指導実施率目標の６カ年計画（令和６年度から令和１１年度） 

 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 

保健指導対象者数 ６９０人 ６９４人 ６９７人 ７００人 ７０７人 ７０９人 

特定保健指導の実施率 １７．６％ ２０．１％ ２２．６％ ２５．１％ ２７．６％ ３０．１％ 

保健指導実施者数 １２１人 １３９人 １５８人 １７６人 １９５人 ２１３人 

 

③ 動機付け支援の対象者 
動機付け支援の対象者は、次に該当する者とする。 
Ⅰ 腹囲が８５ｃｍ以上である男性若しくは腹囲が９０ｃｍ以上である女性であって、 

②のⅠ～Ⅲのいずれか１つに該当する者（④のⅡに該当する者を除く。） 



 
Ⅱ 腹囲が８５ｃｍ未満である男性若しくは腹囲が９０ｃｍ未満である女性であって、 

ＢＭＩが２５以上の者のうち、②のⅠ～Ⅲのうち２つに該当する者（④のⅣに該当

する者を除く。） 
 

Ⅲ 腹囲が８５ｃｍ未満である男性若しくは腹囲が９０ｃｍ未満である女性であって、 
ＢＭＩが２５以上の者のうち、②のⅠ～Ⅲのうち１つに該当する者 

Ⅳ 積極的支援の要件を満たす６５歳以上７５歳未満の者 
 

特定保健指導（動機付け支援）実施率目標の６カ年計画 

 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 

保健指導対象被保険者数 ３５２人 ３５４人 ３５５人 ３５７人 ３６１人 ３６２人 

特定保健指導の実施率 １６．８％ １９．２％ ２１．７％ ２４．１％ ２６．６％ ２８．７％ 

保健指導実施者数 ５９人 ６８人 ７７人 ８６人 ９６人 １０４人 

 

④ 積極的支援の対象者 
積極的支援の対象者は、次に該当する者（６５歳以上７５歳未満の者を除く。）とする。 

 Ⅰ 腹囲が８５ｃｍ以上である男性又は腹囲が９０ｃｍ以上である女性であって、 

②のⅠ～Ⅲのうち２つ以上に該当する者 
 Ⅱ 腹囲が８５ｃｍ以上である男性又は腹囲が９０ｃｍ以上である女性であって、 

②のⅠ～Ⅲのいずれか１つに該当し、かつ、特定健康診査の結果、喫煙習慣が   

あると認められた者 
Ⅲ 腹囲が８５ｃｍ未満である男性又は腹囲が９０ｃｍ未満である女性であって、  

ＢＭＩが２５以上の者のうち、②のⅠ～Ⅲの全てに該当する者 
Ⅳ 腹囲が８５ｃｍ未満である男性又は腹囲が９０ｃｍ未満である女性であって、  

ＢＭＩが２５以上の者のうち、②のⅠ～Ⅲのうち２つに該当し、かつ、特定健康診査

の結果、喫煙習慣があると認められた者 

 

特定保健指導（積極的支援）実施率目標の６カ年計画 

 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 

保健指導対象被保険者数 ３３８人 ３４０人 ３４２人 ３４３人 ３４６人 ３４７人 

特定保健指導の実施率 １８．３％ ２０．９％ ２３．７％ ２６．２％ ２８．６％ ３１．４％ 

保健指導実施者数 ６２人 ７１人 ８１人 ９０人 ９９人 １０９人 

 
 
 
 
 
 
 



 
（参考）特定保健指導の対象者（階層化）の基準 

腹囲 
追加リスク 

④喫煙歴 
対  象 

①血糖 ②脂質 ③血圧 ４０～６４歳 ６５～７４歳 

≧８５ｃｍ（男性） 

≧９０ｃｍ（女性） 

２つ以上該当  
積極的支援 

動機付け支援 
１つ該当 

あり 

なし  

上記以外で 

ＢＭＩ≧２５ 

３つ該当  
積極的支援 

動機付け支援 ２つ該当 
あり 

なし  

１つ該当  

 

三 特定健康診査等の実施方法に関する事項 

（１）被保険者（任意継続被保険者を除く。）に係る特定健康診査等の実施方法は、次に

よる。 
① 特定健康診査 

特定健康診査は、労働安全衛生法に基づく健診結果及び人間ドック等の健診結果

によるものとする。 
 

 労働安全衛生法に基づく健診 生活習慣病健診・人間ドック 
実施場所 事業者が契約する医療機関又は事

業者が定める場所（検診車を含む。） 
事業主が契約する医療機関 

実施項目 労働安全衛生規則第４４条に定め

る定期健康診断の検査項目 
生活習慣病健診、人間ドック補助金

支給要領に定める検査項目 
実施時期又は期間 事業者が定める時期又は期間 通年 
データの収集方法 事業者は、健診終了後、速やかに当

組合へ特定健康診診査に係るデー

タ（健康質問票を含む。）を送付す

る。 

事業主は、健診終了後、速やかに当

組合へ特定健康診診査に係るデー

タ（健康質問票を含む。）を送付す

る。 

 
② 特定保健指導 

特定保健指導は、健保連並びに東振協と特定保健指導委託契約を締結し実施す

るものとする。 
 

（２）任意継続被保険者及び被扶養者に係る特定健康診査等の実施方法は、次による。 
① 特定健康診査 

任意継続被保険者及び被扶養者は、東振協と健保連と特定健康診査委託契約を

締結し実施するものとする。 
なお、人間ドック等の健診を受けた者については、特定健康診査を実施した  

ことに替える。 



 
また、パート労働者等事業主健診受診者については、当該健診データ（健康  

質問票を含む。）の当組合への送付をもって特定健康診査を実施したことに替える。 
 

 東振協又は健保連契約健診機関の

健診 
生活習慣病健診・人間ドック 

実施場所 東振協又は健保連契約健診機関 事業主が契約する医療機関又は任

意の医療機関 
実施項目 特定健康診査に係る検査項目（医

師の判断による追加項目を含む。） 
生活習慣病、人間ドック補助金支

給要領に定める検査項目 
実施時期又は期間 通年 通年 
データの収集方法 健診機関は、健診終了後、速やかに

東振協又は社会保険診療報酬支払

基金（以下｢支払基金｣という。）へ

特定健康診診査に係るデータ（健

康質問票を含む。）を送付し、東振

協及び支払基金は、当組合へ健診

結果を報告する。 

事業主又は受診者は、健診終了後、

速やかに当組合へ特定健康診診査

に係るデータ（健康質問票を含

む。）を送付する。 

 
② 特定保健指導 

任意継続被保険者及び被扶養者は、東振協並びに健保連と特定保健指導委託契

約を締結し実施するものとする。 
 
（３）特定健康診査等の受診券･利用券の様式、交付時期及び交付方法 
① 特定健康診査の受診券及び特定保健指導の利用券の様式 

東振協が定める「東振協専用健診受診カード」、「東振協専用特定保健指導支援

カード」並びに健保連が定める｢特定健康診査受診券（セット券）｣、｢特定保健指

導利用券｣とする。 
② 特定健康診査の受診券の交付時期及び交付方法 

  ア 一般被保険者の被扶養者 
当該年度の４月１日に加入している者を対象とし、毎年度７月中に「東振協

専用健診受診カード」並びに｢特定健康診査受診券（セット券）｣を個別に交付

する。ただし、４月１日から受診券を送付する期間に被扶養者から脱退した者

は除外する。 
  イ 任意継続被保険者及びその被扶養者 
     当該年度の４月１日に加入している者を対象とし、毎年度７月中に「東振協

専用健診受診カード」並びに｢特定健康診査受診券（セット券）｣を個別に交付

する。ただし、４月１日から受診券を送付する期間に被保険者資格を喪失した

者および年度途中で任意継続資格期間満了を迎えるものは除外する。 
 
 



 
 ③ 特定保健指導の利用券の交付時期及び交付方法 

特定保健指導を希望する者で東振協の契約機関を利用する者は、直接「東振協

保健指導支援センター」へ「特定保健指導実施申込書（個人用、院内実施）」の   

申し込みをし「東振協専用特定保健指導支援カード」の交付を受ける。 
また、健保連の契約機関を利用する者は、希望する保健指導機関へ実施日時の

予約をした後、事業所経由で交付する｢特定保健指導利用券｣を提示し利用する。 
 

（４）特定健康診査等の費用の支払及びデータの送信事務に関する代行機関の名称 
特定健康診査等の費用の支払及びデータの送信事務に関する代行機関は、東振協

及び支払基金とする。 
 

（５）特定保健指導の対象者の抽出及び保健指導の方法 
 ① 特定保健指導の対象者の抽出 
    東振協並びに健保連において、（株）ＮＴＴデータの共同情報処理システムに集

積した健診データから特定保健指導の対象者（階層化）基準（二の（２）②、③及

び④）に基づき対象者を抽出する。 
 ② 特定保健指導の実施方法 
    特定保健指導の実施方法は、「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する 

基準」の規定に基づき厚生労働大臣が定める特定保健指導の実施方法によるもの

とする。 
 
四 個人情報の保護に関する事項 

当組合が定める個人情報保護管理規程に基づき、個人情報の漏洩防止に細心の注意

を払う。 
 

（１）特定健康診査等の記録の保存方法 
健診データ及び健康指導データは、原則として電子データで受領し、当組合で  

記録の作成の日から最低５年間又は他の保険者の加入者となった日の属する年度の

翌年度の末日まで保存する。 
なお、これらの保存に関する事務の全部又は一部を、当該事務を適正かつ円滑に

遂行し得る能力のある者に委託することができる。 
 

（２）保存体制 

特定健康診査結果等を収録しているサーバー及び記録媒体は、施錠ができる電算

管理室において保管する。 

 

（３）アクセス権限の設定 

端末から特定健康診査結果等を閲覧可能な者を限定するため、ＩＤ、パスワード等

によるアクセス権限を設定する。 

 



 
（４）特定健康診査等の記録に関するルール 

被保険者に対する就業上の不利益扱いを未然に防ぐ観点から、事業者への特定 

健康診査のデータの流出防止措置を講じる。 
 

（５）特定健康診査又は特定保健指導に関する記録の送付 
特定健康診査又は特定保健指導に関する電磁的記録を当該加入者が加入する他の 

保険者に送付するときは、当該電磁的記録を記録した電子データ等を送付する方法

により行うものとする。この場合、あらかじめ加入者に対し、当該情報提供の趣旨及

び提供する情報の内容について説明を行い、当該加入者の同意を得るものとする。 
ただし、当該加入者が加入する他の保険者が説明を行い、加入者の同意を得た  

ときは、この限りでない。 
 

（６）特定健康診査又は特定保健指導のアウトソーシング 
① 組合は、特定健康診査又は特定保健指導の実施をアウトソーシングする場合には、

特定健康診査又は特定保健指導を円滑かつ効率的に実施する観点から見て適切で 

ある者として厚生労働大臣が定めるものに委託するものとする。 
 
② 組合が特定健康診査又は特定保健指導の受託者に対し提供することが出来る情報

は､電子データにより保存している特定健康診査又は特定保健指導に関する電磁的

記録とする。 
 

五 特定健康診査等実施計画の公表及び周知に関する事項 

組合ホームページの掲載により、特定健康診査等実施計画の公表及び特定健康診査

等を実施する趣旨の普及啓発に努める。 
 

六 特定健康診査等実施計画の評価及び見直しに関する事項 

評価については、毎年組合会へ特定健康診査等の実施及び成果に係る目標の達成状

況の報告をする。また、その他必要がある場合には、随時計画を見直すこととする。 


